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森林整備地域活動支援交付金 ○ ○ 平成14年度 10 3 ○ 439,968 251,510 128,554 59,904 ○ ○ ○ 0

森林計画事業 ○ 昭和26年度 61 1 ○ 18,815 12,450 3 6,362 ○ ○ ○ ○ 0

保安林整備管理事業 ○ 昭和29年度 58 3 ○ ○ 10,302 7,008 3 3,291 ○ ○ ○ 0

森林保全管理推進事業 ○ 昭和29年度 58 2 ○ 1,302 534 0 768 ○ ○ ○ ○ 0

県有林推進事業 ○ 昭和60年度 27 1 ○ 12,745 0 0 12,745 ○ ○ ○ ○ 0

林業公社分収林整備事業 ○ ○ 昭和41年度 46 2 ○ 1,649,370 0 606,064 1,043,306 ○ ○ ○ ○ ○ 0

林業労働安全衛生定着促進事業 ○ ○ 昭和51年度 36 3 ○ 1,062 373 0 689 ○ ○ ○ ○ 0

森林整備担い手確保育成総合対策事業 ○ 平成8年度 16 4 ○ 15,525 250 0 15,275 ○ ○ ○ ○ △ 3,757

林業資金利子補給 ○ 昭和47年度 40 1 ○ 3,341 0 0 3,341 ○ ○ ○ 0

森林組合等検査指導事業 ○ 昭和46年度 41 1 ○ 360 0 0 360 ○ ○ 0

森林組合等経営基盤強化対策事業 ○ ○ 平成14年度 10 2 ○ 2,336 0 0 2,336 ○ ○ ○ 0

山地災害防止のための公的間伐事業 ○ 平成19年度 5 1 ○ 60,000 0 0 60,000 ○ ○ ○ △ 38,000

森林積算システム管理業務委託 ○ 平成17年度 7 1 ○ 11,180 0 0 11,180 ○ 0

治山・林道工事現場監督業務委託 ○ 平成19年度 5 1 ○ 31,843 0 0 31,843 ○ ○ 0

森林の道（フォレストロード）活用推進事業 ２　新しい方向を開く農林水産業 ○ 平成23年度 1 1 ○ 6,312 0 0 6,312 ○ 0

15 9 7 3 27 15 1 2,264,461 272,125 734,624 1,257,712 4 3 1 5 2 1 1 2 1 5 2 2 0 1 1 0 0 13 0 1 0 1 0 0 0 △ 41,757

成果指標1結果分類

一般会計

平成23年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）森づくり課

会計区分

課・室名

平成
23年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新々元気宣言
における位置付け



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

3 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

319,336 319,733 312,968 636,698

277,500 261,407 804,456 635,269

277,500 261,407 804,456 635,267

42,531 43,732 44,405 75,444

5,208 5,202 5,212 5,205

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

森林計画森づくり農林水産部

事業終了
予定年度

経過年数 平成28年度 事務区分
事　業
開　始
年　度

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

事      業      名 実行予算 平成14年度

一般会計

部（庁）

[事業目的]

37.5％

60.3％決 算 額 の 推 移

439,968

地域活動協定締結森林面積（ha） 6.0％

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

活動

結果分類

23年度

37,577 Ⅰ

319,984 12.9％

千　円

事業効果

の推移

指標

休　　止

Ⅲ

指標

□ 終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

平成23年度予算額

439,968 23年度～（対象）
　　　計画策定調査：8,000円/ha、森林作業道の点検・修繕：5,000円/ha
　　　施業集約化の促進　搬出間伐実施箇所　32,000円/ha～48,000円/ha
　　　　　　　　　　　　　　　除伐箇所　　　　　　　16,000円/ha～32,000円/ha
事業終了年度の延長
　　　平成23年度　→　平成28年度

〕　　　＝　　　〔

そ の 他

特　記　事　項

整理統合

 〕　／　整備目標

[予算額および指標の推移等]

　適切な森林整備の推進を通じて森林の多面的機能の発揮を図る観点から、森林所有者による計画的かつ一体的な森林施業が適時適切に行われるよう、その実施に必要不可欠な地域活動を確保するための支
援措置を講じる。

（単位：千円）

１　森林整備地域活動支援推進交付金（県、市町）
　　　森林整備地域活動支援交付金の交付を適正かつ円滑に行うために必要となる経費に対し助成（交付金の交付関する説明会等の開催に要する経費等）
２　森林整備地域活動支援基金積立金（県）
　　　森林整備地域活動支援交付金を基金に積み立てる。
３　森林整備地域活動支援交付金（市町）
　　　市町と協定を締結し、森林施業の実施に必要不可欠な地域活動（現況調査、作業道点検・修繕、境界確認等）を行った森林施業計画作成者に対し、交付金を交付する。

平均伸び率

成果 森林施業（間伐）面積（ha） △ 0.0％

含まれる事業数

その他 そ の 他

県　単 補 助 金

国　庫森林整備地域活動支援交付金

法定受託事務

□

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

地元への説明会等を通じ、計画に対して高い水準（福井県51％、全国平均25％）で地域活動が実施さ
れており、適正な森林施業につながっている。

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移
目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

■ 継　　続 完　　了

縮　　減

所属の

方　針

128,554

59,904

廃　　止
地域活動を促進するため、今後とも交付金事業を推進し、より一層適正な森林施業の促進を図ってい
くため、搬出間伐を一体的に行うための集約化や境界の明確化、森林経営計画の作成に必要な諸活動
などに対する支援を平成２８年度まで延長する。

□□

見　直　し　額

区　　　　　　分

□

国　　　　　庫

□

251,510

その他特定財源

一　般　財　源

事業開始後の見直し状況

財源内訳

□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

評価に基

づく今後

の 対 応

計 画 の 達 成 状 況

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

－1－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 61 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

15,483 16,202 20,768 15,678

15,053 15,553 20,495 15,681

15,053 15,391 20,495 15,592

273,123 273,114 273,120 273,124

80,106 35,501 73,400 57,863

29 13 27 21

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[予算額および指標の推移等]

23年度

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

　森林の持つ多面的機能を十分に発揮させ、国土保全、木材生産の増大等を図るため、必要な森林施業についての長期的・総合的な計画を策定する。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単
事　業
開　始
年　度

その他 そ の 他

Ⅲ

Ⅳ

 〕　／　整備目標

Ⅳ△ 6.1%

　森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、森林施業の集約化、路網整備等を実施するた
めに必要な、森林の状態や所有者情報を的確に把握するとともに、今後とも一層充実した総合的な計
画の策定を図る。

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分

事業効果 △ 6.1%

□

■

　森林計画事業
　　　森林測量、森林計画照査、モニタリング調査、電算処理等

結果分類
22,125

18,815

△ 0.0%273,103

26,326

□

□ そ の 他

休　　止

縮　　減

□

見　直　し　額

継　　続所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
森林の持つ機能別森林施業について、長期的・総合的な計画が策定され、森林施業の規範となってい
る。平成２３年度は、あわら市、坂井市、越前町における森林の状態や所有者情報などを把握するこ
とにより、森林の有する多面的機能を持続的に発揮することができた。

千　円

一　般　財　源

財源内訳 その他特定財源

拡　　充

完　　了

18,815

12,450

一般会計

□

□ □ 終期の見直し

特　記　事　項

補 助 金

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり 森林計画

昭和26年度

部（庁）

実行予算

調査達成率＝調査実施面積／調査計画面積

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

12.4%

7.9%

3.8%

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

調査率（%）成果

活動 地域森林計画編成対象面積（ha）

指標

森林計画事業 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

の推移

調査面積（ha)

事業開始後の見直し状況区　　　　　　分

10

計 画 の 達 成 状 況

指標

廃　　止

3

6,362

評価に基

づく今後

の 対 応
整理統合

－2－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

3 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 58 年 ■

19年度 20年度 21年度 22年度

15,887 14,716 15,425 11,206

16,691 15,297 14,762 8,253

15,134 15,062 14,630 7,422

140,524 141,033 141,856 141,906

34,348 34,824 35,260 35,525

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕計 画 の 達 成 状 況

平成23年度予算額

保安林面積（ha）

10,302

[事業の評価]

7,008

の推移

区　　　　　　分

10,302

事業効果

活動

△ 17.5%

一　般　財　源

事業開始後の見直し状況

成果

予　算　額　（単位：千円）

決 算 額 の 推 移

指標

結果分類
10,304

Ⅱ

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

評価に基

づく今後

の 対 応
□

終期の見直し縮　　減

■ 継　　続

拡　　充

その他

□

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

特　記　事　項

森づくり

事      業      名

1.1%

県　単

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

［事業内容］

指標

[事業目的]

　保安林が持つ公益的機能の保全を図るため、保安林の適正かつ円滑な整備管理を行う。

森林管理

23年度

保安林内森林整備実績（ha）

森林の公益的機能を保全するため、今後とも保安林の指定、整備を進めていく。併せて、効率的かつ
効果的な整備を行うため、保安林指定施業要件の変更業務を進めていく。

国　　　　　庫

その他特定財源

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

3

3,291

財源内訳

0.3%

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

平均伸び率

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

△ 9.5%

△ 7.8%

事 業
区 分

□

完　　了

□

□

 〕　／　整備目標

公益的機能の持続的な発揮に必要な森林を保安林に指定し、関連事業との連携により保安林整備を進
めることで、公益的機能の保全が図られている。

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他廃　　止

国　庫 実行予算

補 助 金

１　保安林整備管理事業
　　　保安林の指定解除・調査等（４～１１号保安林（知事権限））
２　保安林整備管理受託事業
　　　保安林の指定・解除・調査（１～３号保安林（大臣権限））
３　保安林損失補償金
　　　保安林に指定されることで財産権の制限を受ける森林所有者への損失補償を行う。

[予算額および指標の推移等]

〕　　　＝　　　〔

（単位：千円）

Ⅱ

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

保安林整備管理事業 含まれる事業数

部（庁）

昭和29年度

農林水産部

－3－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

2 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 58 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

1,255 1,261 1,325 1,338

1,247 1,282 1,353 1,338

1,247 1,280 1,353 1,315

198 198 198 198

7 4 4 1

7 4 8 4

0 0 1 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕計 画 の 達 成 状 況

平成23年度予算額

巡視日数

1,302

[事業の評価]

534

の推移

区　　　　　　分

1,302

事業効果

活動

1.8%

一　般　財　源

事業開始後の見直し状況

成果

予　算　額　（単位：千円）

決 算 額 の 推 移

指標

結果分類

林地開発許可件数

1,302

Ⅱ

林地開発監督処分件数

林地開発許可件数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

評価に基

づく今後

の 対 応
□

終期の見直し縮　　減

■ 継　　続

拡　　充

その他

□

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

特　記　事　項

森づくり

事      業      名

2.4%

県　単

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

［事業内容］

指標

[事業目的]

山火事などの森林被害に対して、森林保全のための巡視活動や林野火災の予防体制強化、予防意識の啓発等を行い、森林保全の推進を図る。
また、森林の開発行為の規制を行いながら、適正な森林の開発行為を指導し、森林の持つ多面的機能の向上を図る。

森林管理

23年度

林野火災件数

無秩序な開発防止と適正な森林保全の指導のため、今後とも民有林内の巡視や森林保全の普及啓発を
実施していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

768

財源内訳

0.0%

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

平均伸び率

違反行為に対して措置を講じた件数

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

1.0%

1.1%

事 業
区 分

□

完　　了

□

□

 〕　／　整備目標

民有林内の巡視や普及啓発により、不法行為等の発生減尐につながっている。また、多様化する林地
開発行為に対して適正な指導監督を行うことで違法行為を未然に防止している。

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他廃　　止

国　庫 実行予算

補 助 金

１　森林保全管理事業
　　　保安林を含めた民有林を対象にして、林野火災予防、違法行為の発見、指導、盗伐等の防止、林野災害発見等を目的とした森林保全活動を実施する。
２　林野開発許可制度実施事業
　　　開発行為の許可、開発行為の監督処分

[予算額および指標の推移等]

〕　　　＝　　　〔

Ⅳ

（単位：千円）

Ⅱ

△ 39.3%

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

森林保全管理推進事業 含まれる事業数

部（庁）

昭和29年度

農林水産部

－4－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 27 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

15,509 20,897 20,701 23,779

16,651 14,526 17,295 23,477

16,651 14,303 17,295 23,477

16,651 14,303 17,295 23,477

418,435 432,738 450,033 473,510

438,411 446,786 456,725 466,233

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[予算額および指標の推移等]

23年度

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

県有林事業の推進

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単
事　業
開　始
年　度

その他 そ の 他

Ⅰ

Ⅱ

 〕　／　整備目標

Ⅱ2.1%

県有林の適正な管理運営を図るため、引き続き一般会計からの充当を行う必要がある。

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分

事業効果 4.2%

□

■

１　普通林の維持管理経費

結果分類
12,970

12,745

14.2%

□

□ そ の 他

休　　止

縮　　減

□

見　直　し　額

継　　続所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
適期の保育施業を実施することで、健全かつ優良な大径材生産に向け、県有林蓄積量が確実に増加し
ている。

千　円

一　般　財　源

財源内訳 その他特定財源

拡　　充

完　　了

12,745

一般会計

□

□ □ 終期の見直し

特　記　事　項

県有林事業を適正に実施するため、一般会計から県有林特別会計に貸付・繰出す
ものであり、成果については県有林特別会計において記載

補 助 金

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり 森林管理

昭和60年度

部（庁）

実行予算

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

0.8%

△ 0.9%

14.2%

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

県有林蓄積量（㎥）成果

活動 県有林特別会計への貸付金

指標

県有林推進事業 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23度予算額

の推移

県有林特別会計への貸付残高

事業開始後の見直し状況区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

指標

廃　　止

12,745

評価に基

づく今後

の 対 応
整理統合

－5－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

2 □ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 46 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

1,540,372 1,585,649 1,630,592 1,635,652

1,535,904 1,594,701 1,622,522 1,641,735

1,535,904 1,594,701 1,622,521 1,636,722

2,210 1,603 723 679

7,079 8,985 7,300 5,034

49,144 49,467 49,726 49,999

49,143 49,465 49,725 49,999

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

2.1%

1.8%
目標値、指標の積算根拠等

23年度

17,266

2.1%

1,649,370

1,649,370

■ □ 休　　止

□□

事業効果

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

指標

財源内訳

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況

749

〕　　　＝　　　〔

△ 19.5%

 〕　／　整備目標

0.6%50,265

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

特　記　事　項

指標

の推移 貸付残高（百万円）

活動

0.6%

成果

所属の

方　針

[事業目的]

（社）ふくい農林水産支援センターが実施する分収林整備事業に要する経費に対し、貸付および助成を行うことにより、事業の円滑な実施を支援する。

１　分収林整備事業に要する経費に対する貸付
２　既県費貸付金により発生する利息等に対する助成

保育事業量（ha）

保全事業量（m） 55.0%

森林資産（百万円） Ⅱ

拡　　充
［活動指標、成果指標に対する評価］

1,043,306

50,265

606,064

一　般　財　源

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 完　　了

縮　　減 □ 終期の見直し

平成19年度　　公庫借入金のうち高利なもの（3.5％：12億円）を低利な市中銀行
　　　　　　　　　 資金に借換え、将来利息を軽減
平成20年度　　入札制度の見直し（一般競争入札の導入）
平成21～23年度　　国費10/10による定額助成方式の森林整備事業の活用に
　　　　　　　　　　　　より、新たな公庫資金借入を取り止め

そ の 他
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

その他特定財源

継　　続

整理統合
　平成22年9月に設置した、法律、経営、森林政策等の専門家による検討委員会で、他県の新たな
様々な動きを見極めながら、具体的経営改善策等について引き続き検討を進め、来年度に経営見直し
方針を決定する予定。

　経営改善に向けた取り組みを指導するとともに、利息負担の軽減等について国への要望を行うな
ど、経営の安定化、健全化に向け実行しているところである。23年度は、国費10/10による定額助成
の森林整備事業を最大限活用することで、21年度から新たな公庫資金の借入取り止めを行っている。

[事業の評価]

事業終了
予定年度

Ⅰ

千　円

廃　　止

保全施業：作業路開設、補修

見　直　し　額

□ □

Ⅱ

Ⅳ

特別会計
企業会計

会計区分

林業金融

法定受託事務

保育施業：除伐、間伐、枝打ち等

事　業
開　始
年　度

事務区分

実行予算

経過年数

そ の 他

平成90年度

昭和41年度林業公社分収林整備事業 含まれる事業数 国　庫

県　単

結果分類

事 業
区 分

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属 森づくり

一般会計

部（庁）

区　　　　　　分

補 助 金

農林水産部

事      業      名

平均伸び率

1,670,660

その他

［事業内容］

（単位：千円）[予算額および指標の推移等]
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

3 ■ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 36 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

1,148 1,077 1,062 1,062

1,148 1,077 1,062 1,062

1,064 1,070 1,062 1,062

56 53 46 40

378 395 380 380

54 54 38 52

0 0 1 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[予算額および指標の推移等]

23年度

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

　林業労働災害の発生率は全産業の中でも第一位ときわめて高く憂慮すべき状態である。
このため、林業作業に関する労働安全衛生推進体制整備、安全衛生指導、特殊検診を実施していくことで、林業労働災害の防止を図りたい。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単
事　業
開　始
年　度

その他 そ の 他

Ⅳ

Ⅲ

 〕　／　整備目標

Ⅲ

0

△ 2.0%

林業労働災害の発生率は他産業と比較すると依然として高水準であり、憂慮すべき状況にあるため、
今後とも継続して労働安全衛生指導を強化していく。

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分

事業効果 △ 2.1%

□

■

　１　労働安全衛生定着促進事業
　　　　蜂等被害予防と手当ての普及啓発
　２　労働安全衛生定着促進活道事業補助金
　　　　①安全衛生指導員による巡回指導
　　　　②安全衛生指導員に対する研修
　３　振動障害検診費補助金
　　　　第一次検診

結果分類
1,062

1,062

△ 12.3%33

346

□

□ そ の 他

休　　止

縮　　減

□

見　直　し　額

継　　続所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
全国的に死亡災害発生件数が過去5年間で57件（年平均）発生しているが、県内における死亡災害発
生件数は、パトロールや研修を行うことにより、過去5年間で1.0件（年平均）にとどめることができ
た。

千　円

一　般　財　源

財源内訳 その他特定財源

拡　　充

完　　了

1,062

373

一般会計

□

□ □ 終期の見直し

特　記　事　項

補 助 金

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり 森林組合

昭和51年度

部（庁）

実行予算

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

△ 1.9%

△ 1.9%

△ 0.1%

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

林業労働災害件数成果

活動 巡回指導活動箇所数

指標

林業労働安全衛生定着促進事業 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

の推移

特殊検診受診者数

事業開始後の見直し状況区　　　　　　分

44

要２次検診者数

計 画 の 達 成 状 況

指標

廃　　止

689

評価に基

づく今後

の 対 応
整理統合

－7－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

4 ■ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 16 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

43,111 35,521 27,960 34,020

41,653 34,659 25,421 19,927

40,082 33,559 14,638 18,018

18 10 13 6

69 82 64 70

440 471 457 424

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[予算額および指標の推移等]

23年度

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

　林業労働力の確保育成を図るため、森林整備の中核をなす林業事業体の経営基盤強化と林業労働者の雇用環境の改善を柱に林業労働力政策を総合的に推進する。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単
事　業
開　始
年　度

その他 そ の 他

Ⅲ

Ⅳ

 〕　／　整備目標

Ⅱ

415

1.6%

　国の「『緑の雇用』現場技能者育成対策事業」を活用できる認定事業体が増加したことから、「ふ
くいの森林（もり）を支える担い手育成・定着事業」の見直しを行った。
　認定事業体の育成は進んでいるが、未だ山村の過疎化・高齢化とともに、林業労働力が減尐し、林
業生産活動が低迷しているため、引き続き新規参入の促進・労働者の養成を図っていく。

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分

事業効果

□

□

１　森林整備支援センター推進事業
　　　林業事業体指導の補助
２　ふくいの森林を支える担い手育成・定着事業
　　　新規就労者を育成するための研修経費の助成等
３　林業従事者確保育成基金事業
　　　林業従事者の福祉の向上に関する事業相当額の補助
４　林業労働退職金共済費補助
　　　林業退職金共済制度掛け金への支援

結果分類
21,599

15,525

△ 21.2%5

△ 3,757

□

□ そ の 他

休　　止

縮　　減

□

見　直　し　額

継　　続所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
これまで、若年の新規就業者の技術習得ならびに雇用環境改善を支援し、林業労働者の若返りと確実
な定着が図られてきた。近年の景気不況により新規雇用の確保は依然として厳しい状況であり、今後
も引き続き事業体の雇用状況を把握しながら、林業に必要な知識・技能を持った現場技能者の確保・
育成を図る。

千　円

15年度～　林業従事者確保育成基金への運営費助成を廃止
23年度～　ふくいの森林（もり）を支える担い手育成・定着事業（人材育成
　　　　　事業・現場技能者の定着促進事業）を創設

一　般　財　源

財源内訳 その他特定財源

拡　　充

完　　了

15,525

250

一般会計

□

■ □ 終期の見直し

特　記　事　項

17年度～　新規就業者募集・定着促進事業（委託募集）の休止
22.3.31 　森林施業士資格取得・育成研修事業の廃止

補 助 金

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

農林水産部 森づくり 森林組合

平成8年度

部（庁）

実行予算

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

△ 13.4%

△ 21.8%

△ 16.5%

平均伸び率

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

施業士定着数成果

活動 施業士養成数

指標

森林整備担い手確保育成総合対策事業 含まれる事業数

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成23年度予算額

の推移

事業開始後の見直し状況区　　　　　　分

70

林業従事者数

計 画 の 達 成 状 況

指標

廃　　止

△ 1.3%

15,275

評価に基

づく今後

の 対 応
整理統合
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

9,047 9,725 9,598 6,978

5,455 1,524 2,762 4,578

5,253 1,516 2,665 3,265

358,952 99,918 223,534 265,753

48.4 13.5 34.4 48.3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

の推移

区　　　　　　分

3,341 （貸付枞の変更）
15年度　1,271百万円→　741百万円
（資金メニューの見直し）
15年度　資金メニューの統合

一　般　財　源

事業開始後の見直し状況

成果

指標

計 画 の 達 成 状 況

平成22年度予算額

貸付実績（千円）

事業効果

活動

予　算　額　（単位：千円）

その他特定財源

4,805

 〕　／　整備目標

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

71.9

3,341

9.1%

18.3%

縮　　減拡　　充

Ⅰ

継　　続

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

平成19年度に比べ貸付実績額は減尐しているが、実情に応じた貸付枞の設定により貸付率は増加して
おり、林業者の資金需要に応じた資金制度として、林業者および林業事業体の円滑な事業推進に寄与
している。

事      業      名

43.0%

県　単

森づくり

昭和47年度

23年度

貸付率（％）

□

□

評価に基

づく今後

の 対 応
□

終期の見直し

区　　　　　　分 平均伸び率

　林業近代化資金
　　①保育資金（雪害対策、枝打ち、間伐）
　　②林産物生産資金（林産物生産の運転資金）
　　③林産物施設資金（林産物生産、流通等に必要な施設造成）
　　④森林組合経営安定化緊急促進資金（森林組合の多角化経営のための運転資金）

[予算額および指標の推移等]

273,315

そ の 他

△ 13.1%

12.0%
目標値、指標の積算根拠等

補 助 金

その他

□

完　　了

廃　　止

特　記　事　項

経過年数
事業終了
予定年度

Ⅰ

林業の生産期間は他の一次産業と比較した場合に長期間を要し、林業者は経営資金の確保に苦慮して
いる。小規模林業者の資金借入手段としても、また森林組合の事業多角化に必要な資金繰りの円滑化
を図るためにも、本資金は有効であり、今後とも資金需要を見極めながら、継続していく。

国　　　　　庫

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

3,341

■

財源内訳

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他

［事業内容］

指標

[事業目的]

　林業者、森林組合等の林業生産の高度化を図り、経営合理化を推進するために必要な林業近代化資金の貸付を実施する県森連に対し、利子補給を行う。

事務区分

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事 業
区 分

国　庫 実行予算

〕　　　＝　　　〔

（単位：千円）

結果分類

貸付率＝貸付実績／貸付枞

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

林業資金利子補給 含まれる事業数

部（庁） 森林組合農林水産部
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 41 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

360 360 360 360

360 360 360 360

360 360 360 360

14 14 14 12

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

の推移

区　　　　　　分

360

一　般　財　源

事業開始後の見直し状況

成果

指標

計 画 の 達 成 状 況

平成23年度予算額

指導監査森林組合数

事業効果

活動

予　算　額　（単位：千円）

その他特定財源

360

 〕　／　整備目標

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

360

0.0%

△ 5.7%

縮　　減拡　　充

継　　続

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

毎年実施している指導監査等により、健全な森林組合等の育成に寄与している。

事      業      名

県　単

森づくり

昭和46年度

23年度

□

□

評価に基

づく今後

の 対 応
□

終期の見直し

区　　　　　　分 平均伸び率

１　県森連育成補助金
　　　森林組合等に対する監査指導強化のための経費の助成を行う。

[予算額および指標の推移等]

11

そ の 他

0.0%

0.0%
目標値、指標の積算根拠等

補 助 金

その他

□

完　　了

廃　　止

特　記　事　項

経過年数
事業終了
予定年度

Ⅳ

森林組合の経営基盤は依然として脆弱であり、組合等の育成強化を図るため、今後とも積極的に県森
連による指導監査等の活動を強化していく。

国　　　　　庫

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

360

■

財源内訳

□

森林組合に対する検査実施により、各組合の適正な運営が図られている。
森林組合の広域合併による組合数（検査対象）の減尐

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他

［事業内容］

指標

[事業目的]

地域林業の中核的担い手である森林組合等の育成強化を図るため、県による常例検査の実施、生産森林組合の指導を実施するとともに、県森連の系統監査指導活動にかかる支援を行う。

事務区分

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事 業
区 分

国　庫 実行予算

〕　　　＝　　　〔

（単位：千円）

結果分類

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

森林組合等検査指導事業 含まれる事業数

部（庁） 森林組合農林水産部
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

2 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

4,163 4,563 3,563 1,329

1,663 1,663 2,563 329

1,663 1,663 2,563 293

11 20 21 12

14 14 12 11

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

の推移

区　　　　　　分

2,336

一　般　財　源

事業開始後の見直し状況

成果

指標

計 画 の 達 成 状 況

平成23年度予算額

合併協議会等開催数

事業効果

活動

予　算　額　（単位：千円）

その他特定財源

2,336

 〕　／　整備目標

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

10

2,336

△ 11.5%

6.8%

縮　　減拡　　充

Ⅳ

継　　続

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

合併協議会等で意見の調整を行い、平成２２年度に合併が実施された。他ブロックにおいても協議が
図られ、平成２７年度に向けてさらに合併推進を図っている。（Ｈ２７予定：１１組合→４組合）

事      業      名

△ 7.9%

県　単

森づくり

平成14年度

23年度

合併後森林組合数

□

□

評価に基

づく今後

の 対 応
□

終期の見直し

区　　　　　　分 平均伸び率

１　森林管理体制等整備事業
　　　①入会林野整備指導事務費　②系統体制検討事業
2　広域組合等育成支援事業
　　　①職員資質向上事業　②森林管理情報整備事業

[予算額および指標の推移等]

10

そ の 他

0.2%

144.2%
目標値、指標の積算根拠等

補 助 金

その他

□

完　　了

廃　　止

特　記　事　項

経過年数
事業終了
予定年度

Ⅰ

今後とも地域林業の振興と適正な森林管理を図るため、森林組合の経営基盤強化に向けた支援を実施
していく。

国　　　　　庫

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

2,336

■

財源内訳

□

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

そ の 他

［事業内容］

指標

[事業目的]

森林組合系統組織全体について、組織の合理化、事業運営の効率化を進めるとともに、森林組合等が地域の森林施業、経営を適切に実施できるよう森林管理体制の整備を推進する。

事務区分

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

事 業
区 分

国　庫 実行予算

〕　　　＝　　　〔

（単位：千円）

結果分類

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

森林組合等経営基盤強化対策事業 含まれる事業数

部（庁） 森林組合農林水産部
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室)

1 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

60,000 60,000 60,000 60,000

60,000 60,000 60,000 60,000

60,000 60,000 60,000 59,920

150 150 150 150

20 40 60 80

0 0 0 0

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数 国　庫山地災害防止のための公的間伐事業

県　単

森づくり

補 助 金

実行予算
事 業
区 分

農林水産部

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

事      業      名

部（庁）

事務区分
事業終了
予定年度

森林整備室

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移
結果分類

60,000

23年度 平均伸び率

0.0%

0.0%

△ 0.0%決 算 額 の 推 移

[事業目的]

　地域防災上特に重要な集落周辺の山ぎわにおける森林について、公的に間伐を実施することで山地災害の発生を防止し、県民の安全・安心を確保する。

　　山地災害防止のための公的間伐事業
　　　過密林を解消するため、年間１５０ｈａの間伐等の森林整備を、１９年度から２３年度の５年間で実施する。

[予算額および指標の推移等]

〕　　　＝　　　〔

千　円

平成23年度

そ の 他

□

完　　了□ 休　　止

■

Ⅱ

目標値、指標の積算根拠等

Ⅰ

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

 〕　／　整備目標

□

60,000

事業開始後の見直し状況

終期の見直し

一般会計

0.0%

（単位：千円）

経過年数
事　業
開　始
年　度

継　　続

52.1%

法定受託事務その他

平成19年度

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

過密林を要因とする山地災害の被害額

集落周辺の森林整備率（%）

過密林を要因とする山地災害の発生件数の推移

そ の 他

評価に基

づく今後

の 対 応

△ 38,000

□ 縮　　減

見　直　し　額

拡　　充 □

平成23年度予算額区　　　　　　分 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況

□

□整理統合 廃　　止

□

地域防災のため、集落周辺の整備が期待できない山ぎわの森林について間伐が実施されたことで、周
辺住民の安全・安心が図っている。

　集落周辺の整備が期待できない山ぎわの森林の間伐(750ha)は完了し、周辺住民の安全・安心が図
られたことから平成23年度で事業を終了する。
　今後は、豪雨災害に対応するため、渓流部の流木対策を実施し、県民の安心・安全を図っていく。

国　　　　　庫

指標

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

財源内訳

60,000

指標

一　般　財　源

成果

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

その他特定財源

公的間伐面積（ha）

60,000

活動 150

100事業効果

－12－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室)

1 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

5,704 5,569 5,723 5,934

4,923 4,795 4,832 5,926

4,923 4,795 4,832 5,926

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

　設計積算業務を行っている福井県建設技術公社へ委託することにより、森林積算システムの維持管
理を適正かつ迅速に行うことができ十分効果的である。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　設計業務等に関し、引き続き適正で効率的なシステムの運用を図っていく。

見　直　し　額

拡　　充

一　般　財　源 11,180

[事業の評価]

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

予　算　額　（単位：千円） 11,180 森林積算システムの運用を正確に実施する。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

*目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

の推移 成果

当 初 予 算 額 の 推 移 11,191 23.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 11,180 27.4%

活動

結果分類

*目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

6.9%決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

[事業目的]

　森林積算システム管理業務委託の運用にかかる業務の一部を委託することで、各種技術基準制定・コスト縮減・建設副産物リサイクル・CALS/EC等の技術管理に関する業務を確実に遂行する。

［事業内容］

・システム単価データ改訂支援（材料等単価のデータ作成・チェック）
・基準改訂に伴うシステムプログラム改訂支援（諸経費・施行歩掛等プログラムチェック）
・システム用災害審査定単価データ作成支援
・統計処理（使用単価データ集計作業）
・システムメンテナンス（Q&A、エラー対応、各種コードの登録）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

23年度

事      業      名 森林積算システム管理業務委託 含まれる事業数
事 業
区 分福井新々元気宣言に

おける位置付け

事務区分

自 治 事 務

経過年数 －年度

国　庫 実行予算

その他 そ の 他 法定受託事務

事業終了
予定年度

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

森づくり 森林整備室所　　属

県　単 補 助 金

農林水産部 部（庁）

事　業
開　始
年　度

平成17年度

－13－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室)

1 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 5 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

31,185 30,631 30,631 31,382

31,185 30,631 30,631 30,322

31,185 30,631 30,631 30,322

97 90 100 66

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

　人員削減による１人あたりの業務量の増加に対応するため、現場監督業務を外部機関に委託することによ
り、負担軽減が図られた。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

　現場職員数が減尐している中、公共工事の必要性、透明性の確保、環境への配慮等多様化し、業務
量は増加しており、今後も引き続き業務委託により行政効果を図っていく。

見　直　し　額

拡　　充

一　般　財　源 31,843

[事業の評価]

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

予　算　額　（単位：千円） 31,843 成果指標…公共工事のて適正な事業実施を図る。

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

＊目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載

事業効果 指標

の推移 成果

当 初 予 算 額 の 推 移

Ⅳ

31,843 0.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 31,843 0.6%

活動 委託工事件数

結果分類

△ 10.0%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

△ 0.9%決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

[事業目的]

　治山・林道工事の現場監督業務の一部について（社）ふくい農林水産支援センターに委託することにより、業務の簡素化を図る。

［事業内容］

・業務内容　各種土木建設に伴う立会、検測、材料確認、出来高確認等
・委託先　　（社）ふくい農林水産支援センター

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

23年度

事      業      名 治山・林道工事現場監督業務委託 含まれる事業数
事 業
区 分福井新々元気宣言に

おける位置付け

事務区分

自 治 事 務

経過年数 －

国　庫 実行予算

その他 そ の 他 法定受託事務

事業終了
予定年度

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

森づくり 森林整備室所　　属

県　単 補 助 金

農林水産部 部（庁）

事　業
開　始
年　度

平成19年度

－14－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ ■ ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 1 年 □

19年度 20年度 21年度 22年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

ビューポイントを8箇所整備し、また、ホームページに6路線の林道マップを掲載した。これらを活用
しながら、林道ウォーク・林道スタンプラリー・林道フォトコンテスト・親子野鳥観察会を開催した
ところ、多くの参加申込があり、森林への関心を高めることができた。 ■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

今後もビューポイントの整備を進めるとともに、ホームページの林道マップを拡充し、これらを活用
しながら、林道ウォーク・林道スタンプラリー・林道フォトコンテスト・親子野鳥観察会を開催する
ことにより、森林への関心を高めていく。 見　直　し　額

拡　　充

一　般　財　源 6,312

[事業の評価]

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

所属の

方　針

予　算　額　（単位：千円） 6,312

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

区　　　　　　分 平成23年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

事業効果 指標

の推移 成果 県民運動参加者数 45,766

当 初 予 算 額 の 推 移 6,312

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 6,312

活動 各種イベントによる参加者数 885

結果分類

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

[事業目的]

林道ウォーク等の開催や、ビューポイント（眺望箇所）の整備を行い、多くの人が林道を活用して山に入るきっかけをつくり、森林とふれあう機会を創出する。

［事業内容］

　林道活用推進事業
　　①林道ウォーク
　　②林道スタンプラリー
　　③林道フォトコンテスト
　　④親子野鳥観察会
　林道景観等整備事業
　　①ビューポイント（眺望箇所）整備

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

23年度

事      業      名 森林の道（フォレストロード）活用推進事業 含まれる事業数
事 業
区 分

２　新しい方向を開く農林水産業

福井新々元気宣言に
おける位置付け

元気な産業 事務区分

自 治 事 務

経過年数 平成26年度

国　庫 実行予算

その他 そ の 他 法定受託事務

事業終了
予定年度

平　成　２３　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

森づくり 林道所　　属

県　単 補 助 金

農林水産部 部（庁）

事　業
開　始
年　度

平成23年度

－15－


